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市
で
は
、
つ
く
ば
み
ら
い
市
奨
学
金
貸
付
条
例
な
ど
に

基
づ
き
、
経
済
的
理
由
に
よ
り
修
学
が
困
難
な
方
を
対
象

に
、
平
成
29
年
度
奨
学
生
を
次
の
と
お
り
募
集
し
ま
す
。

○
奨
学
生
の
種
類
○

A
つ
く
ば
み
ら
い
市
奨
学
生

B
つ
く
ば
み
ら
い
市
高
等
学
校

　

奨
学
生

※
A
、
B
い
ず
れ
の
記
載
も
な

い
も
の
は
、
共
通
の
事
項
で
す
。

１  

申
請
資
格

A⑴
本
市
市
民
の
被
扶
養
者

⑵
学
校
教
育
法
（
昭
和
22
年
法
律
第

　

26
号
）
の
規
定
に
基
づ
く
専
修
学

　

校
（
専
門
課
程
）・
短
期
大
学
・

　

大
学
に
進
学
ま
た
は
在
学
す
る
方

⑶
身
体
が
健
康
で
あ
り
、
学
業
優
秀

　

か
つ
品
行
方
正
で
あ
る
方

⑷
確
実
な
連
帯
保
証
人
を
付
す
る
こ

　

と
が
で
き
る
方
（
※
１
）

⑸
奨
学
金
に
類
す
る
他
の
学
費
の
貸

　

与
を
受
け
て
い
な
い
方
（
※
２
）

B⑴
本
市
市
民
の
被
扶
養
者

⑵
学
校
教
育
法
（
昭
和
22
年
法
律
第

　

26
号
）
の
規
定
に
基
づ
く
高
等
学

　

校
・
高
等
専
門
学
校
に
進
学
ま
た

　

は
在
学
す
る
方

⑶
確
実
な
連
帯
保
証
人
を
付
す
る
こ

　

と
が
で
き
る
方
（
※
１
）

⑷
奨
学
金
に
類
す
る
他
の
学
費
の
貸

　

与
を
受
け
て
い
な
い
方
（
※
２
）

※
１
A
の
⑷
、
B
の
⑶
の
連
帯
保
証
人

に
つ
い
て
…
連
帯
保
証
人
は
２
人
必
要

（
各
々
独
立
の
生
計
を
営
む
成
人
者
）

※
２
A
の
⑸
、
B
の
⑷
に
つ
い
て
…

〈
例
〉
日
本
学
生
支
援
機
構
（
旧
日   

本
育
英
会
）、
茨
城
県
奨
学
生
、
母

子
福
祉
資
金
、
寡
婦
福
祉
資
金
、
生

活
福
祉
資
金
（
茨
城
県
社
会
福
祉
協

議
会
）、
交
通
遺
児
育
英
会
、
あ
し

な
が
育
英
会
、
各
大
学
独
自
の
奨
学

金
な
ど
（
併
願
不
可
）

区      分

A B
専 修 学 校
短 期 大 学
大            学

高   等   学   校
高等専門校

募集人員 若干名 若干名
貸与月額 30,000円 20,000円

貸与期間
平成29年から在学する
学校の正規の修業期間

２  募集人員、貸与月額および貸与期間３  

募
集
期
間

　

  

２
月
13
日
㈪
〜
５
月
12
日
㈮

４  

申
請
手
続
き

　

申
請
を
さ
れ
る
方
は
、
次
の
書
類

を
学
校
教
育
課
へ
提
出
し
て
く
だ
さ

い
。
申
請
書
様
式
は
、
学
校
教
育
課

ま
た
は
市
内
の
中
学
校
、
近
隣
の

高
等
学
校
へ
お
問
い
合
わ
せ
く
だ
さ
い
。

⑴
奨
学
金
貸
付
申
請
書
（
様
式
第
１
号
）

⑵
奨
学
金
貸
与
申
請
者
推
薦
調
書　

　
（
様
式
第
２
号
）

※
新
入
生
に
つ
い
て
は
、
卒
業
し
た

高
等
学
校
長
か
ら
の
も
の
（
A
）

※
新
入
生
に
つ
い
て
は
、
卒
業
し
た

中
学
校
長
か
ら
の
も
の
（
B
）

⑶
在
学
証
明
書

※
新
入
生
に
つ
い
て
は
、
入
学
し
た

学
校
か
ら
の
も
の

⑷
住
民
票
（
申
請
者
家
族
全
員
に
つ

　

い
て
記
載
さ
れ
て
い
る
も
の
）

⑸
収
入
を
証
明
す
る
も
の
（
主
た
る

　

家
計
支
持
者
）

※
源
泉
徴
収
票
や
所
得
税
確
定
申
告

書
な
ど
、
平
成
28
年
中
の
収
入
が
わ

か
る
も
の
を
、
募
集
期
間
中
に
提
出

し
て
く
だ
さ
い
（
写
し
可
）

５  

奨
学
生
の
選
考
お
よ
び
決
定

　

７
月
初
旬
に
、
教
育
委
員
会
で
の

選
考
結
果
を
本
人
あ
て
に
通
知

６  

奨
学
金
の
返
還

⑴
奨
学
金
は
無
利
子
と
し
、

A
卒
業
し
た
日
の
属
す
る
月
の
翌
月

　

か
ら
10
年
以
内
に
貸
与
を
受
け
た

　

総
額
を
返
還
し
て
い
た
だ
き
ま
す
。

B
卒
業
し
た
日
の
属
す
る
月
の
翌
月

　

か
ら
起
算
し
て
６
月
を
経
過
し
た

　

後
、
15
年
以
内
に
貸
与
を
受
け
た

　

総
額
を
返
還
し
て
い
た
だ
き
ま
す
。

⑵
返
還
猶
予

ア
、
上
級
の
学
校
へ
入
学
し
た
と
き

イ
、
病
気
そ
の
他
正
当
な
理
由
に
よ

　
　

り
、
返
還
が
困
難
で
あ
る
と
き

⑶
返
還
免
除

　

 

貸
与
を
受
け
た
方
が
死
亡
し
た
と
き

　

は
、
奨
学
金
の
全
部
ま
た
は
一
部
返

　

 

還
を
免
除
す
る
こ
と
が
あ
り
ま
す
。

⑷
そ
の
他

・
奨
学
生
が
放
校
処
分
に
付
さ
れ
た

　

と
き
は
、
た
だ
ち
に
奨
学
金
の
全

　

額
を
返
還
し
て
い
た
だ
き
ま
す
。

・
本
市
市
民
の
被
扶
養
者
で
な
く
な

　

っ
た
場
合
、
奨
学
金
貸
与
が
取
り

　

消
さ
れ
、
奨
学
金
の
返
還
を
し
て

　

い
た
だ
き
ま
す
。

問　教育委員会学校教育課　☎58‐ 2111　（内線7109）
　※奨学生・高等学校奨学生制度については、県教育庁高校教育課（☎029‐301‐5245）にも同様の制度があります。

奨
学
生
を
募
集
し
ま
す

平
成
29
年
度

世帯構成人数 所得基準額
２人 160万円
３人 220万円
４人 300万円
５人 350万円

お知らせします！お知らせします！　　就学援助制度就学援助制度

１　援助を受けることができる方
　生活保護世帯（要保護）、またはこれに準ずる

世帯（準要保護）と教育委員会が認定した世帯

２　援助の内容
　学用品費・通学用品費・新入学児童生徒学

用品費・校外活動費・修学旅行費・医療費（学

校保健法により治療の指示を受けた疾病に限

る）・給食費などで教育委員会が定めた金額（国

の基準に準ずる）

３　申請方法

４　申請時期
　随時受け付けています。ただし、支給期間

は、必要書類を在学の学校へ提出した月の翌

月からとなります。

※援助を受けたい方は、事前に学校・教育委

員会などにご相談ください。

※必要に応じて家庭状況を調べるために、学

校教育課職員が自宅へ訪問する場合がありま

すので、ご協力願います。

　市では、お子さんが義務教育のため市内の小中学校に通学する上で、経済的に困っている保護者に対
し、学用品費や給食費などの援助を行っています。援助を受けようとする方は、申請が必要となります。

■平成28年度認定基準額表（参考資料）
　各小中学校および学校教育課に用意してある
所定の就学援助申請書に記入・押印の上、収入
のある方全員分の源泉徴収票の写しまたは確定
申告書の写しなど前年中の所得のわかる書類を
添付し、在学の学校へ提出してください。 ※持ち家の有無、世帯構成員の年齢などにより認定

基準額は異なるため表は目安です。


